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自治労県職労春季要求提出交渉

ほぼ1か月働かせて社会保険を負担しない行為は社会的に容認されるのか？
県の理屈で「適正」ならば、社会常識に反しても、非効率な仕事でも何でもありなのか！？

自治労県職労は3月13日、2012年春季要求提出交渉を行いました。

また同時に、国家公務員の給与削減に関連して、「国家公務員の給与削減を理由とした給与削減を行わないこと。」、「地方公務員の給与について、国家公務員の給与削減と同様の措置の実施を求めることのないよう、政府関連省庁に働きかけること。」を要請しました。

　自治労県職労の主な発言は次のとおりです。

「適正」ならば非効率な仕事でもいいの？
・「不適正」経理以降、「適正さ」だけを求める風潮になって、職員は萎縮している。

・効率性や県民サービスの向上の視点はないがしろで、「適正であれば何でもいい」となっている。

・ある所属では、年明けから「超勤予算はない」と言われ、サービス残業になっている。未払いがないようきちんと予算を確保すべきだ。

・残業ゼロ革命はどこに行ったのか？「声かけ運動」は止めたのか？

再任用職員の欠員とはどういくことか？被災地支援でも必要な人員は確保せよ！
・ある所属では、今までの再任用枠が1名埋まらないと言われている。また、全庁的な問題であるとも言われている。元々常勤のあとの再任用配置であり、欠員配置の欠員というのはおかしい。当局の想定ミスではないのか。

・被災地支援の人員を送り出す所属では、「臨任を自分で探せ」と言われているが、技術職であり該当所属同士の取り合いとなっているのが実態だ。長期にわたる支援が必要である以上、派遣数を含めた正規の人員体制を確立すべき。
・メンタルヘルス不全による休職明けの人員配置について、有効性や費用対効果について、労使共同で調査・研究してはどうか。

・職業訓練指導員の欠員補充、児童相談所の福祉職の増員をおこなうべき。また、新年度の配置状況、2012年度の採用計画を明らかにすること。

転倒防止策は点検と予算措置が必要
・メンタルヘルスでは、病気の回復と、職場復帰ができる状態になるまでの間には、ズレがあることを理解して、復職支援を考えるべきだ。

・メンタルによる病休は、ＧＬや若手でかなり増えている。その原因を分析し、それに基づく予防策が必要だ。

・直下型の震度7程度の地震を想定した耐震診断結果があれば、具体的に示してもらいたい。

・地震時の転倒防止策は、予算がない中で所属任せでは動かない。点検と予算措置が必要だ。

「ムダの排除」というのなら、グループウエアを抜本的に改善せよ！

・一斉送信で担当者だけでなく、安易に全体に配信されている。情報過多になるとチェックしなくなる。全て確認すると多大な時間＝コストがかかる。

・ＨＰの作成は、処理速度が遅く、今まで以上に作成に時間を要し、業務全体の効率化に逆行している。1年経過するので、検証･見直しを行うべき。

・全ての課に副課長を配置し、ＧＬの負担を増す課長代理兼グループリーダー職を設置すべきでない。

・第三セクター等、県関連組織職員の賃金・労働条件について「県準拠」を口実に一方的な切り下げを行なわず、当該の労働組合と十分協議せよ。

よもや危険回避より、看板の架け替えを優先しませんよね！
・もし、本庁再編に伴う「看板の架け替え」の費用があるのなら、危険な本庁駐車場の改修工事など、危険回避を優先すべきではないのか。

行政補助員問題は、当局は何時までに、どのような「研究」をしていくのか示せ！
・年度末・年度初めの忙しい時期に、欠員対応である臨任がいないため、業務に多大な支障が出ている。雇用の空白期間は早急に無くすべきだ。

・臨任職員の社会保険料事業主負担について、県の制度で「適正」であれば、社会常識や公正基準に反しても「やむをえない」という考えは、「県民に説明」できるのか？

・非常勤は、療養休暇、欠勤ともにボーナスが削減される。これでは権利ではない。改善すべきだ。

・同じ職場で働く人間に福利厚生面で格差があるのは問題だ。特に健康診断など健康に関する部分は同様に扱うべき。

・公契約条例の制定で、入札を通じて自治体政策を進めることもでき、公正労働を確立し、労働者の生活、事業主の経営が安定すれば、将来的には税収増にもつながる。
自治労が総務省公務員部長と交渉

自治労は、2012春闘の促進のため、3月2日、総務省公務員部長と交渉を行った。
交渉の冒頭、氏家書記長は次の５点を今回の交渉事項として、要求した。
１．給与決定に対する国の関与 

自治体における賃金確定については、労使の自主交渉による自治体の判断を尊重し、国からの干渉や一方的な指導等を行わないこと。
２．段階的定年延長の実施 

人事院による「定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申し出」を踏まえ、地方公務員についても国家公務員に遅れることなく制度を実施できるよう早急に法案を作成すること。
３．地方財源の総額の確保 

地方財政の状況が厳しい中、行政サービスの安定的な提供という地方自治体の使命を果たすためには、地方財源の総額の確保が不可欠である。このため、地方交付税制度の財源保障機能と財政調整機能を維持し、自治体の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の地方財源の総額を確保すること。
４．臨時・非常勤等職員の処遇改善 

各自治体に働く臨時・非常勤職員について、行政サービスにとって欠かすことのできない存在となっている実態を直視し、その劣悪な処遇と不安定な雇用を改善するため、①非常勤職員に手当支給を可能とする地方自治法の改正、②均等待遇を求めるパート労働法の趣旨の地方公務員への適用、③自治体における任期の定めのない短時間公務員制度の創設をはかること。
５．自律的労使関係制度の確立
地方公務員の労働基本権の確立と地方における「自律的労使関係」の構築に向けた関連法案を早急に国会に提出すること。なお、法案の策定にあたっては、消防職員に団結権を付与することとし自治労など関係労働組合と十分協議すること。
　これに対して、公務員部長は、次の通り回答した。
１．給与決定に対する国の関与 

地方公務員の給与については、労使間の交渉もあるが、地方公務員法の趣旨に沿って、地域の実情を踏まえながら、条例で定められるべきものである。
　それぞれの地方公共団体において、引き続き国民・住民の理解と、納得が得られるよう、情報公開を徹底するなど、自主的な取組を進めながら、適切に給与を決定していただくことが肝要である。
　総務省としては、地方公務員法の趣旨を踏まえ、真に必要と考えられるものについて、引き続き必要な助言を行っていきたいと考えている。
２．段階的定年延長の実施 
　地方公務員については、雇用と年金の接続の重要性に留意して、国家公務員の検討の動向や皆様をはじめ地方自治体関係者の意見を十分に踏まえた上で、その対応を検討していきたいと考えている。
３．地方財源の総額の確保 

平成24年度の通常収支分に係る地方財政計画においては、地方の一般財源総額について、「中期財政フレーム」に沿って、平成23年度と同水準となる59.6兆円を確保する、その中で、特に地方交付税については、17.5兆円、前年度に比べて0.1兆円を増額確保しているところであり、地方の安定的な財政運営に必要となる地方交付税等の地方の一般財源の総額を確保しているところである。
　今後も、地方財政計画の策定を通じて、地方交付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう、地方税等と併せ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源総額を適切に確保していきたいと考えている。
４．臨時・非常勤等職員の処遇改善 

地方自治法上、常勤の職員には給料と手当を、非常勤職員には報酬と費用弁償をそれぞれ支給することとされている。
　これは本来、非常勤職員が任期を限って臨時的・補助的業務に任用されるという性格であることによるものである。
　なお、地方公共団体における住民ニーズの高度化・多様化に対応するために、地方独自の制度として任期付短時間勤務職員制度を設けている。
　任期付短時間勤務職員は、常勤職員と同様の本格的な業務に従事することができ、給料と手当の支給が可能となるものであり、積極的な活用を促進していきたいと思っている。
　パート労働法は、民間事業主がその雇用する労働者について雇用管理の改善を行うことを目的とするものであるが、公務員については、住民や国民の意思である法令、条例に基づいて勤務条件が定められており、適用が除外されている。
　しかしながら、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用にあたっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要と考えられる。
　臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行っていきたいと考えている。
　任期の定めのない短時間勤務職員制度については、長期的な人事管理に困難が予想されること等、ハードルが高いものと考えられる。
　また、民間でも、契約期間の定めのない「短時間正社員制度」のような雇用形態は、一般的とは言い難いと認識しており、慎重に検討すべきものと考えている。
５．自律的労使関係制度の確立 

　民主党の公務員制度改革・総人件費改革ＰＴにおいても議論をしていただいているところであり、党の方とも連携しつつ、様々な機会を通じて自治体の労使の関係者からのご意見も伺いながら十分に検討を進め、できる限り早い時期に制度改革の内容の取りまとめを行っていきたいと考えている。
　これに対して氏家書記長は、次の通り再質問した。

現在、再任用制度については町村では118団体(12.5％)、一部事務組合等では706団体(42.2％)が条例すら制定されていない状況にあり、また、再任用の実績は、町村では353人(常勤と短時間の合計)、一部事務組合等では766人(常勤と短時間の合計)に留まっている。 

定年を段階的に引き上げる間においても、年金が満額支給される65歳までの間について、再任用制度の活用拡大を通じて65歳までの雇用確保を図る必要があることについて、総務省の考えを明らかにしていただきたい。
　この再質問に対して公務員部長は、次の通り回答した。
現行の再任用制度は、高齢社会の到来に伴い、高齢者の知識や経験を社会に活用していくとともに、年金制度の改正に合わせ、60歳台前半の生活を雇用と年金の連携により支えるため、平成13年度から実施されたものである。
　こうした再任用制度の趣旨、民間の取組等に鑑み、これまでも条例の制定、活用を呼びかけてきたところである。
　国家公務員においては、退職管理基本方針において、「雇用と年金の接続の重要性にかんがみ、任命権者は、退職した職員で再任用を希望する者についてはその意欲及び能力に応じ、出来る限り採用するように努めることが求められる。」とされているところである。
　この度、公務員制度改革担当大臣の下で「国家公務員の雇用と年金の接続に関する意見交換会」が2月29日に開催され、人事院の意見の申出に即した「定年の段階的な引上げ」、民間の検討状況を踏まえた「再任用を希望する定年退職者の採用の任命権者に対する義務付け」の2つの選択肢について検討を行い、3月下旬頃を目途に、政府としての基本的な方針を決定したいという意向であると承知している。

公務労協2012
春闘中央集会

○日　時　　3月21日（水）18時30分～

○会　場　　東京・日比谷野外音楽堂

さようなら原発

1000万人署名

集約集会

○日　時　　3月24日（土）13時30分～

○会　場　　東京・日比谷野外音楽堂


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































